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割合は 11.7％から 16.2％に、歯の手入れをする人の割合は 13.3％から 20.5％

へと改善したという。

　この活動は、保険給付費の抑制にも結びついているようだ。下の折れ線グ

ラフは、他社の保険給費の平均の伸び率と同率で三菱電機健保組合の保険給

付が推移したと仮定した場合の推定値と、保険給付期の実績との差異がどう

推移したのかを表したものである。三菱電機の場合には、MHP21 活動開始

4 年目の 2005 年度から保険給付が大きく下がり、効果が現れ始めたという。

（図 6）

　三菱電機がこうした成果が挙げられた背景には、具体的な目標設定だけでな

く、達成率を上げるための様々な工夫を行っていることがある。その一つが、

MHP21「健康宣言」カードである。各社員がその年度の健康に関する具体的

な目標を設定し、それを「健康宣言」としてカードに記し、常に自分の健康を

意識するように促している。目標達成者は表彰され、実際の行動へ結びつける

ためのインセンティブになっている。

　また、個人や事業所の達成状況を評価するためのシステムとして、「パフォー

マンスドライバー（生活習慣評価基準）」を取り入れたことも大きい。評価基

準では、「運動習慣あり」を５点、「運動の回数はいいが時間がだめ」を 4 点など、

図 6　三菱電機健保組合における保険給付の推移
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パフォーマンスを点数化。個人の結果を採点するとともに、それらを集計した

事業所別のランキングなどを作成して優れた事業所を表彰するなど、事業所間

の競争意識を喚起している。パフォーマンスの分析結果は、事業所ごとの改善

が必要な項目のあぶり出しにも役に立つ。

　2002 年度からの MHP21 活動で既に社員の健康意識が高まっていることか

ら、2012 年度からの５カ年計画であるステージ 2 では事業所の特性に応じた

活動や、個人のリスクに応じた行動変容の支援を行うという。そのため、健保

組合内に分析チームを作り、パフォーマンスドライバーの結果や、全社員を対

象に行っている健康調査アンケートの結果などから、各事業所が必要としてい

るメニューを作り出している。

3.4　株式会社フジクラ　「“個人”に目を向けたキメ細かいアプローチ」

　フジクラは方針として、個人が「活き活きと仕事や生活ができること」、そ

して会社が中長期的な視点で「投資回収」できることを目指し、経営コスト、

社員の健康状態、健康推進プログラムの運用、外部評価といった指標項目など

様々な視点から健康経営に取り組んでいる。これにより、多様な側面から健康

推進活動の投資効果の指標化を行う。フジクラの健康経営への取り組みの開

始は 2010 年。4 年間という短期間で、スピード感を持って会社全体で取り組

みを行ってきた。これまで多様な健康経営を経営陣と共有しつつ一過性のイ

ベントではなく、効果的でかつ継続しやすいシステムを構築している。

　また、全社的な活動に向けた体制構築にも特徴がある。人事・総務部や健康

保険組合など健康に関係する各代表で構成される健康推進連絡協議会だけで

なく、各カンパニーや労働組合などの組織代表が構成する健康推進委員会、社

員代表の健康推進サポーター会議の３つの組織が経営陣とともに一体となり

ながら健康経営を進めている。

　第 1 のステップとして、健康保険組合、人事・総務部が持つ健診データやレ

セプトデータ、個人が持つ健康データなどを一元管理。社内には、各階に体組

成計や血圧計を設置し、活動量計なども使用して日々のバイタルデータも蓄積

し、総合的なデータ解析を開始した。これまで散在していた健康データを合わ

せて分析することで、より的確に状況を把握し、一人ひとりの目標を設定する
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ためだ。さらに全社員を健康層から低・中・高リスク層の 4 階層に分け、1 次

予防から 3 次予防まですべてのステージにおいて健康支援策を提供している。

　全社員の 70％を占め、もっとも対象人数の多い健康層に対しては、健康増

進プログラムの提供や歩行ラリーなどのイベントの開催を、15％にあたる高

リスク層には、節酒、禁煙などのキャンペーンプログラムの提供というように、

リスク階層やリスク内容、治療状況に応じて適切な施策を実行する仕組みであ

る。具体的な取り組みとしては以下の 3 つの事項について推進している。

1) 費用対効果の指標化

　まずは経営層からの費用対効果の声に対しては多様な側面から健康

推進活動の投資効果を指標化し、経営層と共有化して PDCA サイクル

を回して一過性のイベントにとどまらず、活動を効果的かつ効率的、継

続的に運用していくシステムの構築。

2) 健康推進体制（コラボヘルス）の整備

　通常、別々の業務を分担して行う社内に一体感をもたせるために、社

内の既存の枠組みである労働安全衛生、産業保健スタッフとは別に、健

康組合をはじめ社内外のステークホルダーとともに健康維持・増進専

門の環境を整備し、活動の一元化・効率化へ向けた取り組みの強化。ま

た、社員への健康増進・予防活動を実施する際、具体的な活動案の協議・

決定に対し、現場責任者の社員たちに対しても決定権を持たせることで

「やらされ感」を無くしていった。

3) 徹底した個別化アプローチ

　社員によって、健康増進・疾病予防活動に対する興味・関心の度合

いが異なるため、従来のリスク階層別だけではなく、個人に対するアプ

ローチを強化。個人の健康状態、体質を把握し、個々の職場環境を考慮

した助言や情報提供を行うことで、社員一人ひとりがより自分に必要な

施策を認識することができるようになった。そのツールとして、自社も

開発に携わった万歩計を社員に配布し、歩数の計測データはもちろん

のこと、東京本社の各階に設置されている体組成計、血圧計に個人の万

歩計をかざすことで、個人のデータとして一元管理をすることが可能と
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なった。できる限り、社員の取り組みへの障壁を低くし、「かざすだけ」

でデータを送信できることになった。

　フジクラでは、これらの健康データや日々の測定データ、将来予測、イベン

トなどの健康情報を個人専用の健康マイページで“見える化”しており、モチ

ベーションアップにもつなげている。実際の成果としては、プログラム参加者

（登録者）率と実際のアクティブユーザー率のギャップが少しずつではあるが

縮まっている。

　歩数イベントやキャンペーンプログラミング（節酒や禁煙など）に自主的に

参加することによって、個人差はあるが、健康意識の高まりや行動変容が感じ

られる社員も徐々に増えてきている。そうしたイベントに関しても、工夫をこ

らしている。例えば、節酒プログラムに関しては、日常的に飲酒が好きな社員

にとって会社主催の節酒イベントというと節酒＝禁酒のイメージが強く当初

は参加人数も少なかった。そこで、第一回目の節酒プログラムは飲み会形式で

開催し、敷居を下げ適切な情報発信を行ったことでプログラムに対するイメー

ジを変え、取り組みの継続の大きな要因となっている。

４　考察
4.1　懲罰制と報償制

　健康経営のみならず組織が多くの人を動かす際の考え方として、「懲罰制」

と「報償制」の２つに分類されると考えている。この考え方を健康経営に置き

換えると、懲罰制とは、会社が決めた健康への取り組みに参加をしない社員は、

賞与の減額や人事評価に影響するなどの措置がとられる。懲罰制で健康経営

を行っているのはローソンである。

　懲罰制の最大のメリットとしては強制力がある点である。ローソンでは、

24 時間営業のコンビニエンスストア事業などにより、労働時間や勤務地など

が多岐にわたることもあり、こうした強制力のある政策を行っているのではな

いかと考察する。その結果、会社全体として、短期間で社員の健康診断受診と

いう一定の成果を得られるものの、賞与の削減という懲罰をさけるために健康

診断を受診する社員もいると考えられるため、その後の行動変容に対する効果
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については、予測がつきにくい。

　一方報償制とは、会社が決めた取り組みに参加することで、無償で健康に関

する情報の提供、自治体などでは、健康への取り組みに参加した場合、地域内

で使用出来る商品券や地域通貨などの形で参加者に還元されるなど何らかの

報償が得られる制度である。報償制で健康経営を進めるのは、今回の事例で

言うところのタニタ、三菱電機、フジクラである。政策の詳細については異な

るものの、プログラムに参加した社員に対する情報の開示と改善に関する指導

などを報償として提供する点は同様と言える。報償制の最大のメリットとし

ては、社員の一人ひとりの意見が尊重される点である。「より、健康になりた

い」「自身の現在の健康状態を把握したい」という意見はもちろんのこと「プ

ライベートな部分にまで会社に把握されたくない」など様々な意見を持つ社

員自身が参加の可否を選択できる点である。その結果、健康経営に賛同した社

員がプログラムに参加するため、高い費用対効果が見込まれる。一方で、会社

の健康経営の方針に賛同していない社員に対して、どのようなアプローチを行

うかなどによって、会社全体の健康経営への取り組み方や社内の雰囲気なども

異なってくるため、成果をあげるためには、各社ともに工夫が必要なのも事実

である。

　どちらの制度を適用するにせよ、それぞれの制度のメリット、デメリットを

理解した上で、経営陣が自社にあった適切な制度を適用することが今後求めら

れてくるに違いない。

4.2 　日本における健康経営に必要な視点

　前章までの事例調査の結果、各社に共通する健康経営の視点は以下の通り

である。

1) 誰にでも取り組むことができるプログラムの策定

　健康経営や行動変容…そんな言葉を聞くと現状の生活習慣を大幅に

かえる必要性があるのではないかなど身構えてしまう人々が大勢いる。

そこで、ローソンでは、健康診断の受診、三菱電機では歯みがき習慣、タ

ニタ、フジクラでは万歩計の装着など誰にでも大きな負担がなく、取り
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組むことの出来るプログラムを策定している。これにより健康プログ

ラムに対するネガティブイメージの払拭と長期的なプログラムの継続

により費用対効果の回収を目指している。

2) 人的資本に対する投資の視点

　社員の高齢化、健康保険組合の負担増大や心身の体調不良による休

職者、退職者の増加など今後の会社経営を取り巻く環境は厳しいもので

ある。

　そうした状況下において、人的資本に対する投資を経営負担の増加と

見るか、将来に対する投資と見るか、判断が分かれるところである。本

章で取り上げた 4 社は後者の考え方を持ち、積極的な投資を続けてい

る。実際、フジクラでは腰痛を訴える従業員に対して椅子の買い替えを

行った。椅子はビニール製と布製から選択することが出来、価格は１万

円台とのことである。しかし、この投資は社員へ支払う賃金や作業効

率を考えれば、短期間で回収できるものであると会社は捉えているそう

だ。このように、すぐに数値として結果の出にくい健康経営において、

トップに立つ経営層の捉え方によって長期的かつ積極的な健康経営を

行うことが出来るか否かが問われるところである。

3) 個別化の視点

　企業規模が大きくなればなるほど、従業員が様々な健康状態を抱え、

その改善への取り組みに抱く印象も異なる。その際に、企業として一丸

となって健康経営に取り組む点に焦点がいくあまり、政策を策定する経

営陣と現場の社員との間にギャップがあることも少なくない。しかしな

がら、社員にとって不本意な健康政策への参加は、“やらされ感”を抱か

せることや健康政策に対する拒絶反応を起こす可能性も考えられる。

　そこで、社員一人ひとりの労働環境や職種をはじめ、あらゆる属性を

理解した上で政策を展開することが重要と言える。

4) 健康状態の見える化

　「健康」の捉え方は一人ひとり異なっており、自身の健康の維持・改

善に取り組む姿勢にも違いが見られるのが通常である。大きな組織に

なればなるほど、健康診断を各地の健診センターなどに委託をしている
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場合もあるが、それでは社員の健康状態を十分に把握することは難し

い。会社が社員の健康診断を一元管理し、健診の項目や判断基準を統一

することで社員の健康状態の比較検討をすることが可能になる。こう

することで、会社と社員一人ひとりとが互いに、現状を把握することは

もちろんのこと他と比較することで競争意識を高め合い、より積極的に

健康の維持・改善に努めることが期待される。

　また、今回健康経営の実例としてあげた４社については共通して社員

一人ひとりに対して万歩計等の配布に加え、社内に体組成計を設置する

などし、日常的に自身の体調を把握しやすい環境整備がなされており、

こうした健康状態の「見える化」が社員のやる気を後押ししていると言

えるのではなかろうか。

5) 健康経営に取り組むための組織体制

　健康経営を行う場合、企業単体、あるいは企業と健康保険組合や労働

組合が一体となってすすめていく場合とに分かれる。企業と健康保険組

合との連携が可能な場合、企業が把握している健診や問診の結果だけで

なく、健康保険組合に届くレセプト（診療報酬明細書）から医療情報を

集約し、活用することなどが可能となる。その結果、健康診断結果の数

値が悪いのにもかかわらず、レセプトが届かない場合には本人が病院に

かかっていない可能性や、レセプトは届くのにもかかわらず改善が見ら

れない場合は生活習慣の改善や薬の内服を怠っている可能性などを把

握し、さらに踏み込んだ指導を行うことが可能である。

　こうして、組織としての一体感が健康経営の政策の多様化の原動力とな

り、社員に対して継続的な健康経営を提案していくことできる。
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